
- 1 -

参考資料２

平成２１年度予算下水道関係行政経費（新規）の概要
（平成20年12月記者発表）

１．下水道分野における国際協力活動の支援に関する調査検討経費
世界の水・衛生問題の解決や地球温暖化対策の推進に向け、途上国等における持

続可能な下水道システムを提案、普及させること等を目的とする「下水道グローバ
ルセンター」（仮称）の活動に必要な人材、技術等の情報共有プラットホームの構
築やＣＤＭ（※）事業の展開のためのモデル事業的な支援などを行う。

クリーン開発メカニズム：先進国が途上国で温室効果ガス削減事業に投資し、削減分を目標達成に利用できる制度。※

＜下水道グローバルセンター（仮称）の概要＞
（下水道分野における国際協力活動推進会議（座長：大垣眞一郎 東京大学大学院教授）より提言）

＜国際協力において活用が期待される我が国のさまざまな技術＞

２．対象国ごとの戦略形成、人材育成、情報提供活動２．対象国ごとの戦略形成、人材育成、情報提供活動

１．プロジェクト形成の段階から、産学官の知識や経験を結集し、計画・建設から管理・運営に至るま１．プロジェクト形成の段階から、産学官の知識や経験を結集し、計画・建設から管理・運営に至るま
で持続可能な下水道システムを提案。で持続可能な下水道システムを提案。
①プロジェクト形成の段階から、官学が中心となった下水道の計画、維持管理、経営のための人的・技術的・資金的
支援を行い、民間事業者等により建設される下水道システムの持続的な運営を実現。

②我が国の優れた経験や技術が効果的に活用されるよう、プロジェクトの内容を検討。
③国際協力機関等と連携。

①１．の内容も踏まえ、官学による各種交流活動、ＯＤＡ活動等について、対象国ごとに統一的な戦略を検討し、関係
機関に提案。

②対象国ごとに、国際協力活動のキーマンとなる人材を育成。
③国・地域ごとの基礎情報や国際協力活動に有用な人材などの各種情報を集約・提供。
④海外への技術等のPRを目的とした広報活動を積極的に展開。
⑤海外の類似団体との国際的ネットワークを構築しつつ、国際協力活動の更なる充実に向けた方策を検討。
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資料 ５

行政経費 （新規）

需要先と連携した下水中のリンの回収、資源化のあり方に関する検討調査経費２．
国際的なリンの需要の拡大や産出国の輸出規制等による供給の縮小により、リン

の国際価格が急騰しており、下水道に対するリンの供給の関心が高まっているが、
下水道管理者における需要側の情報不足等によりその資源化状況は極めて低い。こ
のため、下水道管理者が需要先と連携したリンの供給施策のあり方を検討するため
の指針を策定する。

３．都市の閉鎖性水辺空間の環境改善手法検討経費
良好な都市の水辺空間の創出に資することを目的とし、閉鎖性の水辺空間の目標

設定、外部からの導水による生態系への影響評価手法、事業連携による都市内のお
濠などの水質改善方策等について検討する。

○下水汚泥のマテリアル利用は着実に進展し、約７割に
至っているものの、汚泥中の有機物の資源・エネル
ギーとしての利用は一部に限られている。

○下水道には我が国のリンの輸入量の14％が流入して
いるが、コンポストとしての利用の１割に限られている。

＜リンの回収例＞
下水汚泥から下水リン鉱石を回収し、
肥料として活用。

リン回収施設（実証試験プラント）（岐阜市）

下水リン鉱石


